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障害児のための食べ方上手地域サポート事業 

～地域ぐるみの摂食機能発達支援体制の整備～ 

北多摩西部保健医療圏 多摩立川保健所 

実 施 年 度 開始 平成１７年度   終了（予定）平成１９年度  

背 景 

 

障害児・者が食べる楽しみを持つことはＱＯＬの向上のために重要であり、年齢に

とらわれず、発達段階に応じた継続的な支援が求められている。そのため、保健所が

中心となって、施設職員や養護学校教職員、在宅介護関係者、市の母子保健事業の関

係者が摂食嚥下機能に関する正しい知識や技術を習得し、障害児の成長に合わせ、保

健医療福祉が連携して、地域で一貫した摂食指導が継続して受けられるようなネット

ワーク体制を確立する必要がある。 

 

目 標 

 

計画全体の目標 

１ 摂食機能の発達支援の方法・技術の普及 

２ 具体的な教材の開発   

  ① 摂食機能の発達に沿った食材選択法の段階一覧表 

② 一覧表の解説版 

３ 摂食指導専門家の人材発掘、育成  

４ 摂食機能の発達支援のための地域ネットワーク構築 

（歯科診療所、介護支援者、学校、市、施設等） 

 

事 業 内 容 

平成１７年度事業内容 

１ 地域関係者及び学識経験者による摂食指導地域連絡会・作業部会の開催 

２ 「摂食機能の発達に沿った食材の選択法の段階一覧表」の開発 

３ 段階一覧表の「解説版」の開発 

４ 教材の印刷 

評 価 

 

１ 発達期における摂食機能の課題等を連絡会・作業部会で把握、確認しながら、「摂

食機能の発達に沿った食材の選択法の段階一覧表」を開発した。         

２ 学識経験者を交え、作業部会で段階一覧表の「解説版」を開発した。 

３  教材は口腔機能の発達と、発達に沿った食材、調理法を段階別に組み合わせる新

しい視点で、視覚的に理解しやすいものにした。                

４ 教材は、市関係機関、障害児施設、保育園・幼稚園職員を対象とした摂食に関す

る研修会で活用するなど、地域に普及啓発できるように各５００部印刷をした。  

５ 障害児施設職員が、摂食・嚥下機能の正しい知識を習得できた。 

 

【今後の方向性】 

１ 地域への普及啓発のため、教材「障がい児の食べ方サポートレシピ」を活用した

摂食・嚥下機能研修会の開催 

２ 対象を障害児・者だけでなく、摂食機能の退行する高齢者への拡大 

３ 発達期・高齢期の摂食機能を支援する専門医療機関等社会資源のネットワークの

構築 

問い合わせ先 

多摩立川保健所 企画調整課 保健医療係 

電    話  ０４２－５２４－５１７１ 

ファクシミリ  ０４２－５２４－７８１３ 

E-mail     S0000346＠section.metro.tokyo.jp 

 



事業の背景 
当圏域では、障害者歯科保健対策の一環として、障害児・者施設職員を対象に、平成１１年度から摂

食・嚥下機能研修会（基礎講座・事例検討会）を継続して開催してきた。その中で、障害児施設、養護

学校等の現状から、優先して取り組むべき課題が明確になった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

障害児施設の現状 

・ ダウン症児が丸呑みをしている 
・ むせながら食べている児もいる 

養護学校の現状 
・ 障害のある児童・生徒が養護学校で食具が上手に使え

ていない 
・ 児童・生徒が地域で一貫した摂食指導を受けていない

目標 
摂食機能支援

の地域ネット

ワーク構築 

支援 

課 題 
・ 障害児が摂食機能の発達にあった食べ方をしていない 
・ 一口量を覚えるための手づかみ食べが不十分 
・ 押しつぶし練習や手づかみ食べにあった食材の選択が不十分

 事業目標 
１ 摂食機能の発達支援の方法と技術の普及 

２ 具体的な教材の開発 
３ 摂食指導専門家の人材発掘、育成 
４ 摂食機能の発達支援のための地域ネットワーク構築 

 
 
 
 

 

 

施設職員が保護者

の指導に活用しや

すい視点から 

事業の流れと内容 

 

第
一
回 

摂
食
指
導
地
域
連
絡
会 

作
業
部
会 

一
覧
表
（
資
料
１
） 

解
説
版
（
資
料
２
） 

内
容
の
検
討
と 

食
材
の
選
択 

作
業
部
会 

一
覧
表
の
開
発 

第
二
回 

摂
食
指
導
地
域
連
絡
会 

 
作
業
部
会 

食
材
調
理
と
写
真
撮
影 

 
 

教
材
の
完
成 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
今後の方向性 
１ 障害児施設・保育所・幼稚園等への摂食・嚥下機能研修会の開催 
２ 対象を障害児・者だけでなく、摂食機能の退行する高齢者への拡大 
３ 地域で一貫した摂食機能支援が受けられるネットワーク体制の構築 
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